
1/1

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 統合事務費 22,081 21,921 22,077 21,917 4 4

2 広報よこはま発行事業 8,060 7,210 7,932 7,049 128 161

3 市民相談事業 1,832 1,832 1,722 1,722 110 110

4 消費生活推進員活動事業 1,519 1,519 1,519 1,519 0 0

5 クリーンタウン横浜事業 838 838 838 838 0 0

6 スポーツ推進員支援事業 1,758 1,758 3,302 3,302 △ 1,544 △ 1,544

7 青少年指導員事業 3,237 3,237 1,693 1,693 1,544 1,544

8 学校・家庭・地域連携事業 895 895 895 895 0 0

令和２年度　泉区個性ある区づくり推進費【統合事務事業費】一覧

（単位：千円）

事業計
画書
番号

事業名
２年度 元年度 増△減（２－元）
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(様式５－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
1 戸籍住民登録事務

２８ 年実績
２９ 年実績
３０ 年実績

2 生活支援課被保護者世帯数

【実施内容】
1 総務課事務費

(1)総務課の出張旅費、複写サービス代等に係る支出
(2)毎月１回 　    定例選挙管理委員会（選挙人名簿の移替え・抹消等）
(3)年４回   　  　臨時選挙管理委員会（選挙人名簿の定時登録）
(4)選挙時随時 　　臨時選挙管理委員会（各種選挙管理執行）
(5)毎年　年１回 　「区勢便覧　ＩＺＵＭＩ」の発行

2 地域振興課事務費
(1)地域の活動を担う団体や個人の活動支援拠点・区民活動支援センター事業に係る事務費の執行
(2)交通事故ゼロをめざす交通安全対策事業に係る事務費の執行
(3)泉区の伝統的な文化、歌舞伎の普及・継承、地域の文化的な活動を支える事業に係る事務費の執行
(4)泉区の将来を担う青少年を育むまちづくり事業に係る事務費の執行
(5)区民利用施設指定管理者の指導・連絡、遊び場・広場等の管理運営等に係る事務費の執行

3 戸籍課事務費

4 福祉保健課事務費
(1)福祉保健課・生活衛生課の出張旅費、複写サービス代等に係る支出

　 (2)民生委員児童委員の委嘱や研修に係る経費の支出
5 高齢・障害支援課事務費

高齢・障害支援課の通信運搬経費等に係る支出
6 こども家庭支援課事務費

こども家庭支援課の通信運搬経費等に係る支出

(1)戸籍事務：出生・婚姻・死亡等の届出の受付審査ならびに戸籍データへの入力、及び戸籍全部事項証明等各種証
明書の発行等の事務により市民の身分関係の登録及び公証を行う
(2)登録事務：外国人を含む転入・転出等の住民異動届出の受付審査ならびに住基データへの入力。印鑑登録。住居
表示付番。学齢簿管理・就学通知等の学籍事務。住民票等各種証明書発行事務。実態調査事務。
(3)ＤＶ等支援措置業務について、関係部署と連携しながら取り組む。
(4)マイナンバー制度に係る個人番号カード交付事務や住民異動等に伴う通知カード・個人番号カードへの新住所裏
書対応等も行う。

Ｒ３.4見込
2,414

Ｈ28．4 Ｈ29.4 Ｈ30.4 Ｈ31.4 Ｒ２.4見込
2,278 2,323 2,342 2,366 2,390

Ｒ２年見込み 51,900 130,500 6,900 30,000 70,000 155,000 12,000 97,000
Ｒ１年見込み 51,700 130,500 6,900 30,000 70,000 155,000 12,000 97,000

51,505 130,381 6,848 29,994 68,935 153,370 12,045 90,202
51,265 130,347 6,841 29,395 68,586 154,171 11,537 96,896

戸籍届出件数 謄本等 住基世帯数 住基人口 届出件数 住民票・印鑑証明書

50,881 129,897 6,848 29,830 68,332 154,785 11,624 89,823

金　額

特記事項 中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

R2　泉区運営方針　重点施策６　「信頼される身近な区役所づくり」

20,776

事業費 22,077
一般財源

決
算

運営方針等との関係

20,668 21,085

事業の概要
（目的）

区役所総務費

財　源　内　訳

有:件名（）、日付（　年　月）

22,077

21,215

21,52421,289 21,475

事業費 20,798
21,097

方針に関する決裁  種別(　　)
メリット＋一般財源

泉

予算区分

総務

性質・
課題区分

令和３年度

区　分

統合事務費

前　年　度 22,077

事業開始年度

平成29年度

その他

0

平成26年度

0

令和４年度

事業評価
書番号 1

事業評価
書番号

令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

平成28年度 歳出
予
算

統合事務事業費

事  業  名

歳出

メリット＋一般財源

事業費

本　年　度

増△減

22,081

21,159 21,345
予
算 21,917

4 0

一 般 財 源

21,921
21,917

4

国・県 諸収入

0

160
160

20,646
無

実績の推移・今後見込み 本籍数 本籍人口

No. 1

平成30年度

区役所各課の事務を円滑に行うための、個性ある区づくり推進費に統合された事務費

21,394



様式5-1

7 生活支援課事務経費
生活保護業務に関連する各種経費（出張旅費、コピー代及び郵送代等）の支出

8 土木事務所における事務費
土木事務所の出張旅費、複写サービス代等に係る支出

【事業費の内訳】
（単位：千円）

係

（ 区 － 事 ）

河村　裕之

課長 係長
本資料は、公正・適正に作成しました。

高齢・障害支援課

地域振興課

4

1,013

1,233こども家庭支援課 100

合計 22,081

8,153

細目事業

総務課 △ 100

0

泉

総務課執行から移行

　

土木事務所 149 　

6,202 0

岡本　今日子 佐々木由美子

22,077

149 0

戸籍課 2,639 2,635 4

差引前年度

福祉保健課 1,845 1,845

1,333

1,013

6,202生活支援課

0

　

説明

747

8,253

747 0

こども家庭支援課執行へ

本年度
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(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
「広報よこはま泉区版」

(部）
「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」

(部）
(部）
(部）

【実施内容】
　１「広報よこはま」発行事業

　２「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」発行事業
　(1) 「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」発行事業
  (2) 「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」多言語版発行事業

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】
過年度発行部数、泉区人口・転入者数など

係

（ 区 － 2 ）

本資料は、公正・適正に作成しました。

日本語版 68,500 69,000 69,000 69,000 69,000
多言語版 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

7,932
0

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費

係長

0

792,400 792,400 792,400

発行部数
28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込み ２年度見込み

70,500 71,000 71,000 71,000 71,000

増△減

　一人ひとりの生活に応じた暮らしやすい地域社会の実現や、地域での支え合いのまちづくりを進めるとともに、区
民が活発に交流していくためには、区民への的確な情報発信が必要です。行政や施設の情報、福祉保健センターで実
施する健診その他の事業、防災情報、暮らしに役立つ情報などを多方面に発信するため、広報紙の全戸配布、転入者
への配布、ホームぺージ掲載、「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」の発行などに取り組みます。

メリット＋一般財源 5,052

6,352

5,925

１ 日常の窓口応対等

事業の概要
（目的）

28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込み ２年度見込み

区政推進
福祉保健

財　源　内　訳

泉

予算区分

　「広報よこはま泉区版」を発行し、泉区の行政情報や地域情報、生活情報を区民に的確に発信します。また、
「いずみ福祉保健センターからのお知らせ」を発行し、福祉保健センターで実施する乳幼児健診その他の事業に
ついて、日程などの情報を区民に周知します。

広聴広報相談費

国・県

前　年　度
128

主な施策番号

5,638

本　年　度

統合事務事業費

8,060 8,060
7,210

令和３年度

No. 2
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

883
0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

事  業  名

広報よこはま発行事業

5,320

性質・
課題区分

広報・広聴 事業開始年度

　広報よこはま泉区版（毎月16ページ中８ページ）を、市版との一体感を保ちながら、編
集・発行し、全世帯配布に取り組みます。

　　健診、相談等について、事業の年間スケジュールを掲載し、保存版として作成します。
　　　発行回数：年１回　広報よこはま泉区版３月号に合わせて発行します。
　　　発行部数：69,000部　全戸配布部数（63,000部）転入者等（6,000部）
　　　　　　　　＜多言語版　2,000部　うち中国語版(500部)ベトナム語版(500部)英語版(500部)やさしい日本語版(500部)＞
　　　体　　裁：タブロイド版、単色両面刷り
　　　　　　　　＜多言語版　A3色紙１枚、単色両面刷り(中国語版・ベトナム語版・英語版・やさしい日本語版)＞
　　　配　　送：集約配送及び個別配送３地区

説明

区　分

中期計画-38の政策

8,060
7,049

1610

歳出 令和４年度
事業費

３　根拠法令・要綱等

7,210

3

事業評価
書番号

政策番号

7,932

0

印刷経費の増
前年度

出張回数の減

諸収入

850

令和元年度泉区運営方針　「６ 信頼される身近な区役所づくり」

0 △ 33

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源7,049

6,484 7,932

5,689

髙木　康行
田中　玲子

広報相談
運営企画

横浜市広報よこはま発行要領、健康増進法、地域保健法など

２　運営方針等との関係

4,853 4,836

課長

１　地域の課題等

0

△ 33

長井　真
斎藤　昌代

7,210

発行部数 779,400 781,500

河野　容子
鈴木  一弘

歳出

事業費決
算

5,211

7,2047,365

128

728

0

「いずみ福祉保健センターか
らのお知らせ」発行事業

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段

事業費合計

161

５ 区民アンケート ６ 区民要望

「広報よこはま」発行事業

695

0

8,060
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(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

（件）
（件）

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】
過年度相談実績

係

（ 区 － 3 ）

　相談日時を定め、法律相談・公証相談（予約制）、交通事故相談・行政相談・行政書士相談（先着制）の５種類
の区民相談を実施します。

本資料は、公正・適正に作成しました。

1,722
0

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費 0

1,832

細目事業名 本年度

係長

0

　

市民相談事業

0

1,832 110

27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度見込み ２年度見込み

法律相談件数 343 357 367 370 370

区政推進

財　源　内　訳

事業開始年度広聴広報相談費

国・県

主な施策番号

泉

予算区分
性質・

課題区分
広報・広聴

事  業  名

市民相談事業

1,771

統合事務事業費

1,832 1,832
1,832

令和３年度

No. 3
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

諸収入

0

110
1,722

　区民が抱える問題の解決を支援するため、特別相談（法律・公証・交通事故・行政・行政書士）を実施しま
す。

３　根拠法令・要綱等

1,832

令和元年度泉区運営方針　「６ 信頼される身近な区役所づくり」

地域の課題等の収集手段

事業費合計

110

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

353

暦による相談回数増（４
回）、消費税率変更に伴う
増

前年度

1,722

区　分

1,832

増△減

　少子高齢化の進行や社会の複雑化に伴い区民が抱える様々な問題を解決するため、身近な区役所で知識・経験を有す
る専門家に相談できる窓口が必要です。

メリット＋一般財源 1,766

1,797

1,766

１ 日常の窓口応対等

他の相談件数 141 158 113 117 120 120

決
算

中期計画-38の政策

1,832
1,722
1100

歳出 令和４年度
事業費

1,740

本　年　度

歳出

1,797

4

事業評価
書番号

政策番号

前　年　度

説明

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,746

1,771 1,746

1,731

吉﨑　基弥

広報相談

総合法律支援法

２　運営方針等との関係

1,740 1,731

課長

１　地域の課題等

0

0

長井 真

事業の概要
（目的）

河野　容子

事業費
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［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業 ○

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 4 ）

事業の概要
（目的）

中島　剛

歳出

事業費決
算

1,518

20198
509
879
33

0

地区活動支援事業
地区代表会議の開催

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 ６ 区民要望

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費
事業費合計

△ 103

７ 関係団体からの要望

消費生活推進員研修事業
消費生活情報発信事業

0

1,519
0

33
配分方法の変更による増

施設見学廃止による減
前年度

685 △ 176
279

　0

係長

0

　
　

1,519
0

1,496

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,519

1,519 1,519

1,506

杉原　将

消費者基本法、横浜市消費生活条例（同規則）、横浜市消費生活推進員要綱（同事務取
扱要領）、横浜市消費生活推進員泉区地区活動助成金交付要綱、泉区消費生活啓発事業
補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

1,501 1,506

本資料は、公正・適正に作成しました。
課長

１　地域の課題等

0

小澤　義則

説明

600

諸収入
区　分

中期計画-38の政策

1,519
1,519

00

歳出 令和４年度
事業費

1,501

本　年　度
前　年　度 1,519

1,519

統合事務事業費

1,519 1,519
1,519

令和３年度

No. 4
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 17

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

泉

予算区分
性質・
課題区分

地域コミュニティ

事  業  名

消費生活推進員活動事業

0

地域振興

財　源　内　訳

事業開始年度地域コミュニティ費

国・県

助成金配分方法変更による減

消費生活推進員の悪質商法によるトラブル・被害防止等に関する知識の習得を図るとともに、安全で
快適な消費生活を推進するため、自主的な啓発活動を支援します。

１　消費生活推進員研修事業
　　・消費生活推進員研修／年１回
２　消費生活情報発信事業
　　・衣類のリユース事業／全区規模:年２回
　　・広報誌｢消費生活いずみ｣の発行／年１回
　　・広報副誌の随時発行（区役所等に配架、自治会町内会に回覧）
３　地区活動支援事業（助成金交付による自主的活動支援）
　　・消費者被害未然防止に関する啓発講座等の開催や地域の見守り活動への参加／通年12地区:年２回以上
４　地区代表会議開催（地区相互の連絡や連携を図る／６・８・11・１月を除く毎月)

３　根拠法令・要綱等

1,519

令和元年度泉区運営方針　３　安全・安心なまちづくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 1,519

増△減

年々巧妙化する悪質商法等の消費トラブルへの対応や、エネルギーや化学物質等の環境問題など、消費者自らが「消
費生活」の知識を学び、「消費者力」を高めることが不可欠となっています。消費生活推進員は消費生活に関する地
域のリーダーとして、幅広い情報を発信していくために、意識の向上を図るとともに、常に問題意識を持ち、必要な
知識を身につけていく姿勢が必要です。

メリット＋一般財源 1,496

1,518

平成29年度 平成30年度 令和元年度(見込み) 令和２年度（目標）
活動広報誌発行部数 10400部 10400部 5200部 5200部

衣類のリユース 延べ参加者数 2499人 2829人 2500人 2500人
平均：回収数／配布数 4464kg／3182kg 4029kg／3032kg 4100kg／3200kg 4000kg/3300kg



様式3-1

(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業 ○

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

（ 区 － 5 ）

地域の課題等の収集手段

美化推進員人数 ９人 ９人 ９人 ９人

 クリーンタウン事業
　 清潔できれいな街ヨコハマの実現に向け、美化推進重点地区において、美化推進員による定期清掃及び啓発活動を
 実施します。
   実施日数135日(週３回、３人×３班体制で実施)

28年度実績 29年度実績 30年度実績 令和元年度見込み

美化推進員活動日数
118日 121日 118日 132日

（雨天時中止日を除く）

0
　

事業の概要
（目的）

中島　剛

歳出

事業費決
算

832

838838

0

0

0

細目事業名 本年度

資源化推進担当

１ 日常の窓口応対等

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費
事業費合計

0

３ 地区担当制度 ７ 関係団体からの要望

クリーンタウン事業

0

838
0

前年度

0

0

　
　

838
0

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源838

826 838

577

杉原　将

横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止等に関する条例、同規則、泉区美化推進員取
扱要綱、ポイ捨て禁止条例

２　運営方針等との関係

690 577

本資料は、公正・適正に作成しました。

課長

１　地域の課題等

0

0

西園　豊

説明

0

係長

諸収入
区　分

中期計画-38の政策

838
838

00

歳出 令和４年度
事業費

690

本　年　度
前　年　度 838

826

統合事務事業費

838 838
838

令和３年度

No. 5
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成23年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 21

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

泉

予算区分
性質・
課題区

分
環境美化

事  業  名

クリーンタウン横浜事業

0

地域振興

財　源　内　訳

事業開始年度地域コミュニティ費

国・県

　「横浜市空き缶等及び吸殻等の散乱の防止等に関する条例」により、路上にある散乱ごみの清掃等
を美化推進員が行うことが規定されています。清潔できれいな街ヨコハマを実現するため同条例規定
の美化推進重点地区を中心に、定期清掃及び啓発活動を実施します。

３　根拠法令・要綱等

838

令和元年度泉区運営方針　１魅力ある泉区づくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 838

増△減

　空き缶等及び吸い殻等の散乱を防止し、清潔できれいな街をつくることが特に必要と認められる美化推進重点地区
が指定されている。美化推進重点地区の定期清掃を実施する美化推進員の日頃の活動のなかでは、空き缶や紙くず、
たばこの吸い殻などのポイ捨てが多く見受けられる。こうした状況を改善するためには、美化推進員及び地域の協力
を得ながら地域の特性や対象者の特性（地域との関わりの薄い若年層など）に応じたきめ細かな施策・事業を展開す
る必要があります。

メリット＋一般財源 651

832

651
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(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 6 ）

事業の概要
（目的）

北川　健太郎

歳出

事業費決
算

1,779

3,3021,758
△ 1,544

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段

3,302
0

泉区スポーツ推進委員委嘱人数

１ 日常の窓口応対等

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費
事業費合計

△ 1,544

７ 関係団体からの要望

スポーツ推進委員支援事業

0

1,758
0

ユニフォーム代の減等
前年度

スポーツ推進委員数 153人 153人 154人 155人 155人
H28 H29 H30 R1見込み R2見込み

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,779

3,343 1,779

1,747

田岡　勇希

スポーツ基本法、横浜市スポーツ推進委員規則、泉区スポーツ推進委員連絡協議会会
則、泉区スポーツ推進委員活動補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

3,262 1,747

本資料は、公正・適正に作成しました。
課長

１　地域の課題等

0

小澤　義則

説明

係長

0

諸収入
区　分

中期計画-38の政策

1,758
3,302

△ 1,5440

歳出 令和４年度
事業費

3,262

本　年　度
前　年　度 3,302

3,343

統合事務事業費

3,290 1,758
1,758

令和３年度

No. 6
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

27

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

泉

予算区分
性質・
課題区

分
文化・スポーツ

事  業  名

スポーツ推進委員支援事業

△ 1,544

地域振興

財　源　内　訳

27

事業開始年度文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費

国・県

スポーツ推進委員が実施するスポーツイベントやレクリエーションの振興事業の企画・立案・実施並
びに普及活動の支援をします。

 スポーツ推進委員支援事業
  ・市が委嘱したスポーツ推進委員による、スポーツ振興・啓発事業などの活動を支援します。
  ・スポーツ推進委員は、地域で身近なスポーツ活動を推進するため、運動会、子ども水泳教室、ふれあいスポー
　　ツ大会などの開催、さわやかスポーツの普及など区民が気軽にスポーツに親しむ機会を増やします。
　・年1回の全員研修会では、区民の皆様に生涯スポーツを普及させるためのスキル・ノウハウなどを習得します。

３　根拠法令・要綱等

1,758

令和元年度泉区運営方針　2 地域活動の広がるまちづくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 3,290

増△減

　日常、スポーツや運動をする機会が少ない区民の方々に、気軽に参加する事ができるスポーツの機会を提供し、地
域へのスポーツ普及、区民の健康増進を図る必要があります。

メリット＋一般財源 1,737

1,779

1,737



様式6-1

(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 7 ）

事業の概要
（目的）

古川  博映

歳出

事業費決
算

3,127

1,693

1,544

0

1,544

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 ７ 関係団体からの要望

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費
事業費合計

1,544青少年指導員事業

0

3,237
3,237

委嘱年度に伴う増
前年度

0
0
　

係長

0

　
　

1,693
1,693

青少年指導員委嘱数

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源3,127

1,714 3,127

3,009

遠藤  幹太

神奈川県青少年保護育成条例、横浜市青少年指導員要綱、泉区青少年指導員活動補助金
交付要綱

２　運営方針等との関係

1,731 3,009

本資料は、公正・適正に作成しました。
課長

１　地域の課題等

0

0

小澤  義則

説明

0

1,731

本　年　度
前　年　度 1,693

1,714
3,127

3,084

統合事務事業費

1,705 3,237
3,237

令和３年度

No. 7
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

28

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

泉

予算区分
性質・
課題区

分

事  業  名

青少年指導員事業

1,544

地域振興

財　源　内　訳

133

事業開始年度

国・県 諸収入
区　分

中期計画-38の政策

3,237

青少年の健全育成促進のため、泉区青少年指導員協議会の活動を支援します。

１　青少年指導員事業
(1) 泉区青少年指導員協議会が行う活動を支援：全員研修会、青少年指導員だより発行（６月）
    全市一斉統一夜間パトロール、有害図書類等陳列店舗立ち入り調査（７月）
    青少年フェスティバル(３月)、各地区での活動（通年）
(2) 青少年を取り巻く社会環境の健全化へ向けた浄化活動（11月）に取り組んでいる泉区青少年指導員協議会を支援

３　根拠法令・要綱等

3,237

令和元年度泉区運営方針　３　次世代の担い手づくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 1,705

増△減

　行政・地域・学校が連携して、社会全体で子どもを見守り、青少年の健全育成を推進することが課題となっていま
す。
　県知事及び市長から委嘱された青少年指導員が、青少年の健全育成の推進役として地域での活動を支援する必要が
あります。

メリット＋一般財源 3,084

事業費

3,237

青少年健全育成子育て・子ども・青少年育成費

活動回数 28年度実績 29年度実績 30年度実績 令和元年度見込 令和２年度見込
区青少年指導員協議会

（社会環境浄化活動事業含む）
29 28 28 28 28

1,693
1,5440

歳出 令和４年度
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(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
まちの学校連携推進事業
泉区まちの学校連携推進事業補助金実施件数

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 8 ）

事業の概要
（目的）

堤　大造

歳出

事業費決
算

895

280280
615

0

0

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段

差引

内
訳 重点事業

自主企画事業費
事業費合計

0学校・家庭・地域連携事業
まちの学校連携推進事業

0

895
0

学校・家庭・地域連携事業補助金

前年度

615 0
0

係長

0

　
　

895
0

875

泉

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源895

895 895

835

中島　正子

学校連携・こども担当

泉区まちの学校連携推進事業補助金交付要綱、泉区学校・家庭・地域連携事業補助金交
付要綱

２　運営方針等との関係

796 835

本資料は、公正・適正に作成しました。
課長

１　地域の課題等

0

0

木下　眞佐美

説明

諸収入
区　分

中期計画-38の政策

895
895

00

歳出 令和４年度
事業費

796

本　年　度
前　年　度 895

895

統合事務事業費

895 895
895

令和３年度

No. 8
令　和　２　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成28年度 平成29年度 平成30年度

一 般 財 源

平成17年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

30

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

泉

予算区分
性質・
課題区

分
青少年健全育成

事  業  名

学校・家庭・地域連携事業

0

こども家庭支援

財　源　内　訳

625

事業開始年度子育て・子ども・青少年育成費

国・県

まちの学校連携推進事業補助金

  学校・家庭・地域が連携し、それぞれが持つ教育機能を発揮して、青少年を健全育成する活動を推
進するために、活動に係る経費を補助し、地域における事業の充実を図ります。

１　学校・家庭・地域連携事業
　　　７つの中学校区単位で、学校・保護者・自治会町内会等の各種団体で組織する実行委員会（学校・家庭・
　　地域連携事業実行委員会）に会議運営費を支援します。
２　まちの学校連携推進事業
　　　学校・家庭・地域が連携して行う青少年健全育成活動推進のため、学校・家庭・地域連携事業実行委員会の
　　事業活動を支援します。

３　根拠法令・要綱等

895

泉区運営方針　３　次世代の担い手づくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 895

増△減

  少子化や核家族化による家庭での教育力の低下、地域の子どもを見守る機能の低下等、子どもを巡る課題が多様化
してきており、青少年の健全育成は地域の大きな課題となっています。そこで、学校を中心として地域・家庭との協
働で、子どもたちと顔と顔のつながる関係を築く取組を実施するなど、地域全体で青少年の健全育成を推進していく
必要があります。

メリット＋一般財源 875

895

2年度（見込）

16
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度（見込）

実施件数 15 15 16 16 14 15 16
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